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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　被記録体の面に向けて、少なくとも色材と溶剤とを含有するインクを吐出する画像形成
工程と、
　粒径が０．１μｍ以上１０μｍ以下、重量平均分子量が８，０００以上３００，０００
以下で、且つ塩構造を有する極性基を含む樹脂粉体を、前記被記録体の面の上に散布する
粉体供給工程と、を有するインクジェット記録方法。
【請求項２】
　前記樹脂粉体が、極性基を有さないモノマーに由来する構成単位を有することを特徴と
する請求項１に記載のインクジェット記録方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、インクジェット記録方法及び画像形成装置に関する。
【背景技術】
【０００２】
　インクジェット方式のプリンターは、ノズル、スリットあるいは多孔質フィルム等から
液体あるいは溶融固体インクを吐出し、紙、布、フィルム等に記録を行うものであり、小
型、安価、静寂性等の利点を有することが知られている。そして、圧電素子を用いたピエ
ゾインクジェット方式、および、インクに熱エネルギーを作用させて記録を行う熱インク
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ジェット方式等が開発され、印字速度の高速化や、画像解像度の向上が図られている。
【０００３】
　しかし、ピエゾインクジェット方式及び熱インクジェット方式は印字速度を高速化し、
解像度を向上させることが可能である等の利点を有するが、記録媒体として普通紙を使用
すると印字特性が悪化し、紙の種類によっては単色印字での滲み（フェザリング）、複数
色のカラーインクを用いてカラー印字する際に問題となるいわゆる色間滲み、紙が画像を
印字された側の面を内側にして反り返ってしまういわゆるカール、紙の形状が波形状に変
形してしまういわゆるカックル等の不具合が発生してしまう場合があり、記録媒体の種類
によらず優れた画像品質を得ることが困難であった。
【０００４】
　これに対して、例えば、記録液により画像を形成した後で、画像部にポーラス構造を有
する粉体を供給して画像が他の物体に触れることを抑制することにより、特に記録媒体と
して光沢紙を用いた場合の画質改善を図った画像形成装置が提案されている（例えば、特
許文献１参照。）。
【０００５】
　しかしながら、上記の方法による画像形成装置では、記録媒体上に形成された印字画像
上に他の記録媒体などの他の物体が接触することによる画像品質の低下を防止することが
できるものの、記録媒体上に形成された印字画像そのものに発生する上記のフェザリング
、色間滲み、カール及びカックルの発生といった不具合を十分に防止する観点から構成さ
れていないため、これらの不具合の発生を本質的かつ十分に防止することができなかった
。
【０００６】
　特に、上記画像形成装置は、記録媒体として普通紙を使用した場合、フェザリング、色
間滲み、カール及びカックルの発生といった不具合の発生を十分に防止することができず
、優れた画像品質を得ることができないという問題があった。
【０００７】
　そこで、インクを吐出する前に記録媒体の面上にインク中の前記色材と前記溶剤とを分
離することが可能な粉体の所定量を散布しておくか、又は、記録媒体の面上にインクが着
弾した直後に上記の粉体の所定量を散布する方法が提案された（例えば、特許文献２参照
。）。ここで、「インク中の色材と溶剤とを分離することが可能な粉体」とは、インク中
の溶剤を吸収する特性を有する粉体又はインク中の色材を凝集させる特性を有する粉体を
示す。
【０００８】
　インク中の溶剤を吸収する特性を有する粉体を用いると、粉体がインク中の溶剤を吸収
するため、記録媒体上に着弾したインクの当該記録媒体の面方向への広がりを防止するこ
とができる。また、インク中の色材を凝集させる特性を有する粉体を用いる場合には、記
録媒体上においてインクと粉体が接触する際に色材が凝集するため、インク中の色材以外
の溶媒成分は記録媒体内部に浸透することにより吸収されるが、色材は凝集するため溶媒
成分から分離されて記録媒体内部に吸収されずに記録媒体の面上に残る。これらの粉体を
用いることにより、フェザリング、色間滲み、カール及びカックルの発生を防止すること
が可能となった。
【０００９】
　しかしながら、この方法では、粉体の上にインクを付与するためインクが定着し難く、
画像堅牢性に問題があった。また、インクの定着性が良好ではないため、画像濃度むらが
発生しやすいという問題も存在した。
【特許文献１】特開平１１－１８８８５５号公報
【特許文献２】特開２００２－１７８６２４号公報
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【００１０】



(3) JP 4356572 B2 2009.11.4

10

20

30

40

50

　そこで、本発明は、上記事情を勘案し、乾燥の速さを維持すべくインク中の溶剤の吸収
性を高めたまま、インクの定着性を改善して良好な画像堅牢性を与えることが可能となる
、インクジェット記録方法、及び、インクジェット記録装置を提供することを課題とする
。
【課題を解決するための手段】
【００１１】
　本発明者らは、上記課題を解決するべく、インク中の溶剤を吸収する特性を有する粉体
に、インクの定着機能を付与する方法を検討した。鋭意研究を重ねた結果、吸水性粉体の
水への溶解度が、極めて重要な因子であることを見出した。
【００１２】
　特開２００２－１７８６２４号公報等に記載の吸水性粉体は、粉体形状のまま記録媒体
上に存在するため、インクの定着を阻害していた。そこで、本発明者らは、この粉体がイ
ンクと接触した際には、粉体がインク中の溶剤を吸収して該粉体の一部が溶解し、溶解し
た部分が記録媒体に付着するように粉体の設計を行った。
　インク中の溶剤に一部溶解するには、（１）粒径の設定、（２）分子量の設定、（３）
構造単位の特定、を好適に組み合わせることが重要であることを見出した。
【００１３】
　これらの新たな知見から、下記の本発明に至った。
　すなわち、本発明は、
＜１＞　被記録体の面に向けて少なくとも色材と溶剤とを含有するインクを吐出する画像
形成工程と、
　粒径が０．１μｍ以上１０μｍ以下、重量平均分子量が８，０００以上３００，０００
以下、且つ塩構造を有する極性基を含む樹脂粉体を、前記被記録体の面の上に散布する粉
体供給工程と、を有するインクジェット記録方法である。
【００１４】
＜２＞　前記樹脂粉体が、極性基を有さないモノマーに由来する構成単位を有することを
特徴とする前記＜１＞に記載のインクジェット記録方法である。
【００３２】
　このように、本発明のインクジェット記録方法は、粉体の吸収性を利用し、上記粉体と
インクとが接触することで、インク中の溶剤を吸収する為、乾燥性が良好で滲みの発生を
有効に防止できることに加え、部分的に粉体が溶解することで、粉体が記録媒体上に部分
的（又は全体的）に吸着しつつ付着することにより、インクの定着性を良好にし、画像堅
牢性を高めることが可能である。
【００３３】
　また、本発明の画像形成装置は、先に述べた本発明のインクジェット記録方法に基づい
て作動する構成を有しているので、乾燥の速さを維持すべくインク中の溶剤の吸収性を高
めたまま、インクの定着性を改善して良好な画像堅牢性を与えることが可能となる。その
ため、この画像形成装置は優れた画像品質を有する印字画像を得ることができる。
【発明の効果】
【００３４】
　以上説明したように本発明によれば、乾燥の速さを維持すべくインク中の溶剤の吸収性
を高めたまま、インクの定着性を改善して良好な画像堅牢性を与えることが可能となり、
優れた画像品質を得ることができるインクジェット記録方法及び画像形成装置を提供する
ことができる。
【発明を実施するための最良の形態】
【００３５】
　まず、本発明のインクジェット記録方法及び画像形成装置に用いる樹脂粉体及びインク
等について説明を行い、次に、インクジェット記録方法について説明し、続いて、画像形
成装置について詳細を述べる。
【００３６】
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１．樹脂粉体
　本発明にかかる樹脂粉体は、水性インク中の溶剤（水、水溶性有機溶媒）を吸収しつつ
、一部溶解する特性を有する。このような特性を有する樹脂粉体として、本発明では、少
なくとも、粒径が０．１μｍ以上１０μｍ以下、重量平均分子量が８，０００以上３００
，０００以下で、且つ塩構造を有する極性基を含む樹脂粉体を用いる。
【００３７】
　本発明にかかる樹脂粉体は、自重の数倍から数百倍の吸収能を有する。インク中の溶剤
を吸収する為、本発明にかかる樹脂粉体は、親水性基を有する架橋ポリマーである。親水
性基は水に溶解するが、網目の架橋構造とすることで、その構造内に水を蓄え、自身は水
には溶けない。従来のインクジェット記録方法に用いられた吸水性樹脂は、完全架橋型の
樹脂であり、吸水により膨潤するが、全く溶解せず粒子形状を保ったままであった。その
ため記録媒体上で定着し難く、インクの定着性、延いては、画像の堅牢性を損ねていた。
【００３８】
　本発明にかかる樹脂粉体は、親水性基として、塩構造を有する極性基を用い、部分架橋
の構造とする。ここで、「部分架橋」とは、ポリマー分子中に化学的結合により架橋可能
な官能基が残存する状態、ポリマー構造が分岐を有し、ポリマー分子が集合した際に緩い
網目構造を有する状態、架橋ゲルと線状ポリマーの複合により容易に形状変化する状態を
いう。部分架橋とすることで、吸水能を有しつつ、樹脂の一部が水に溶解する。溶解した
樹脂の一部は、記録媒体上に付着し、溶解の度合いによっては、記録媒体上に層を形成す
る。
【００３９】
　樹脂粉体における塩構造を有する極性基は、予め極性基を塩とした後に重合しても良い
し、塩構造を取り得る極性基の状態で重合した後に塩にしてもよい。
　塩構造を取り得る極性基としては、カルボン酸、スルホン酸、オニウム、リン酸等が挙
げられ、好ましくは、カルボン酸又はオニウムである。塩構造を取り得る極性基を含むモ
ノマーとしては、例えば、アクリル酸、メタクリル酸、アルギン酸、アミノ（メタ）アク
リレートオニウム塩（例えば、ジメチルアミノメタクリレートオニウム塩等、）、マレイ
ン酸、酢酸ビニル、等が挙げられる。これらの中で好ましくは、アクリル酸、メタクリル
酸、アルギン酸、ジメチルアンモニウムメタクリレートである。
【００４０】
　オニウム塩の場合、塩としては、塩素、臭素、等が好ましく、より好ましくは、塩素で
ある。
　オニウム塩以外の塩の場合、塩としては、ナトリウム、亜鉛、カリウム、リチウム、マ
グネシウム等が好ましく、より好ましくはナトリウム、亜鉛、カリウム、さらに好ましく
はカリウムである。
【００４１】
　本発明にかかる樹脂粉体は、塩構造を有する極性基を有するが、塩構造を有さない極性
基（残存極性基）を含んでもよい。
【００４２】
　本発明にかかる樹脂粉体において、塩構造を有する極性基を含むモノマーの組成比は、
、１０％以上９５％以下であることが好ましく、１５％以上９０％以下であることがより
好ましく、２０％以上８５％以下であることが更に好ましい。９５％を超える場合には、
水への溶解性が高くなり画像の耐久性が劣り、１０％より低い場合には、十分な定着性を
発現し難い。
　尚、本発明にかかる樹脂粉体において、塩構造を有する極性基を含むモノマー組成比を
上記範囲内とするには、（１）予め塩構造を有する極性基を含むモノマーを上記モノマー
比の割合で重合する方法や、（２）塩構造を有さない極性基を有するモノマーをその他の
モノマーと重合した後、得られた樹脂の極性基部分に対して１０％～９５％のモル比の塩
形成化合物（ＮａＯＨ等）を用いて、全極性基のうち１０％～９５％を塩構造化するなど
の方法で得ることができる。
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【００４３】
　また、本発明にかかる樹脂粉体は、塩構造を有する極性基を含む繰り返し単位で構成さ
れるホモポリマー（極性基を含むホモポリマーであって、該極性基の一部又は全部で塩構
造となっているもの）であっても良いし、塩構造を有する極性基を含む繰り返し単位と極
性基を有さない繰り返し単位とを含む共重合体であってもよい。後者の共重合体の場合、
塩構造を有する極性基を含むモノマーと極性基を有さないモノマーとの比率は、１：１０
０～１００：１であることが好ましく、より好ましくは、５：１００～１００：５であり
、更に好ましくは、１０：１００～１００：１０である。極性基を有さないモノマー１に
対し、塩構造を有する極性基を含むモノマーの比率が１００より多くなると、水への溶解
性が高くなり画像の耐久性が劣り、０．０１より少なくなると、十分な定着性を発現しな
い。
【００４４】
　極性基を有さない官能基を含むモノマーとしては、例えば、ビニルアルコール、Ｎ－ビ
ニルピロリドン、ビニルピリジニウム、カチオン性変性ビニルアルコール、アクリルアミ
ド、ジメチルアクリルアミド、ジメチルアミノアクリレート、アルキルビニルエーテル、
アクリロニトリル、置換又は無置換スチレン、エチレン、プロピレン、アクリル酸エステ
ル（例えば、アクリル酸メチル、アクリル酸エチル、アクリル酸グリシジル、アクリル酸
ヒドロキシエチル、アクリル酸ｎ－ブチル、アクリル酸ｔ－ブチル等）、メタクリル酸エ
ステル（例えば、メタクリル酸メチル、メタクリル酸エチル、メタクリル酸グリシジル、
メタクリル酸ヒドロキシエチル、メタクリル酸ｎ－ブチル、メタクリル酸ｔ－ブチル等）
、等が挙げられる。
【００４５】
　塩構造を有する極性基を含む繰り返し単位と極性基を有さない繰り返し単位とを含む共
重合体の場合においても、塩構造を有する極性基の一部が残存極性基であってもよい。
【００４６】
　本発明の粉体散布工程において使用される樹脂粉体の粒径は、０．１μｍ以上１０μｍ
以下であり、０．２μｍ以上５μｍ以下であることが好ましく、０．３μｍ以上３μｍ以
下であることがより好ましい。ここで、樹脂粉体の粒径が１０μｍを超えると、樹脂粉体
が一部溶解することなく記録媒体上で粉体の形状のまま存在する、又は一部が溶解しても
粒子が大きいため、インクの定着が妨げられ、画像堅牢性の改善が図れない。一方、樹脂
粉体の粒径が０．１μｍより小さいと、樹脂粉体が全て溶解し、記録媒体中に浸透してし
まうため、フェザリングやカールが改善されず、かつインクの定着が妨げられ、画像堅牢
性の改善効果も見られない。
【００４７】
　また、樹脂粉体の重量平均分子量は、８，０００以上３００，０００以下であり、１０
，０００以上１００，０００以下が好ましい。ここで、樹脂粉体の重量平均分子量が３０
０，００を超えると、樹脂粉体が一部溶解することなく記録媒体上で樹脂粉体の形状のま
ま存在するため、インクの定着が妨げられ、画像堅牢性の改善が図れない。一方、樹脂粉
体の重量平均分子量が８，０００より小さいと、樹脂粉体が全て溶解し、記録媒体中に浸
透してしまうため、フェザリングやカールが改善されず、かつインクの定着が妨げられ、
画像堅牢性の改善効果も見られない。
【００４８】
　このように、本発明の樹脂粉体では、塩構造と残存極性基との比率、及び／又は、塩構
造を有する極性基と極性基を有さない官能基との比率を、該樹脂粉体の分子量及び粒径を
勘案して適宜変更することで、水性インク中の溶剤（水、水溶性有機溶媒）に一部溶解す
るように設計する。
【００４９】
　上記モノマーを用いて重合を行う場合、公知の方法が利用できる。例えば、懸濁重合法
、乳化重合法、分散重合法、シード重合法等が好適に用いられる。さらに、膜乳化法とし
て知られる乳化方法を使って懸濁重合することもできる。必要に応じて、当業者には周知
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の重合開始触媒を用いることができる。具体的には、ジアシルパーオキサイド、ケトンパ
ーオキサイドおよびアルキルハイドロパーオキサイドのような有機過酸化物；過酸化水素
およびオゾンのような無機過酸化物；およびアゾビスバレロニトリル（ＡＩＢＮ；和光純
薬社よりＶ－６０として入手可能）、２，２’－アゾビス（２－メチルブチロニトリル）
（和光純薬社よりＶ－５９として入手可能）および２，２’－アゾビス（２，４－ジメチ
ルバレロニトリル）（和光純薬社よりＶ－６５として入手可能）のような油溶性アゾ系有
機化合物；２，２’－アゾビス（２－アミジノプロパン）二酸塩（和光純薬社よりＶ－５
０として入手可能）、２，２’－アゾビス［２－メチル－Ｎ－（２－ヒドロキシエチル）
プロピオンアミド］（和光純薬社よりＶＡ－０８６として入手可能）および２，２’－ア
ゾビス［２－（２－イミダゾリン－２－イル）プロパン］二酸塩（和光純薬社よりＶＡ－
０４４として入手可能）のような水溶性アゾ系有機化合物が挙げられる。重合開始剤を用
いる場合は、それらは重合が良好に開始されるのに充分な量で用いられる。このような量
は当業者に周知である。一般には、０．１～５．０質量％の量で用いることが好ましい。
【００５０】
　分子量及び粒径を調整し、水性インク中の溶剤への溶解度を制御するため、樹脂粉体は
、部分的に架橋した構造を有する。架橋構造とする方法は、一般的に用いられる方法を採
用することができ、特に限定されるものではないが、架橋剤の添加、電磁波の照射、電子
線の照射、粒子線の照射などがある。架橋剤の種類は特に限定されず、ジビニルベンゼン
、尿素樹脂、メラミン樹脂等を適用することができる。また、イオン会合体相を有するア
イオノマーとすることも好適である。アイオノマーは公知の方法で作製することができる
。
【００５１】
　粉体の製法は、従来の方法を適宜用いることができる。例えは、懸濁重合法により作製
した樹脂を機械的高せん断力と分散安定化剤との組み合わせによって小粒径化したり、乳
化重合法により細かい粉体を作製したりすることができる。また、通常の粉砕法、溶融混
合後の粉砕法、及びスプレードライ法等を用いることもできる。
【００５２】
　樹脂粉体は、水性インク中の色材を凝集させる特性を有していてもよい。水性インク中
の色材を凝集させる物質としては、以下の電解質が挙げられる。すなわち、リチウムイオ
ン、ナトリウムイオン、カリウムイオン等のアルカリ金属イオンおよび、アルミニウムイ
オン、バリウムイオン、カルシウムイオン、銅イオン、鉄イオン、マグネシウムイオン、
マンガンイオン、ニッケルイオン、スズイオン、チタンイオン、亜鉛イオン等からなる多
価金属カチオンと、塩酸、臭酸、ヨウ化水素酸、硫酸、硝酸、リン酸、チオシアン酸等の
オキソ酸由来のアニオン、酢酸、蓚酸、乳酸、フマル酸、クエン酸、サリチル酸、安息香
酸等の有機カルボン酸由来のアニオン、又は、有機スルホン酸由来のアニオンとの塩が挙
げられる。また、水中で解離することにより有機陽イオンとなるカチオン性電解質等も使
用することが可能である。
 
【００５３】
　上記の電解質の具体例としては、例えば、１）塩化リチウム、塩化ナトリウム、塩化カ
リウム、臭化ナトリウム、臭化カリウム、ヨウ化ナトリウム、ヨウ化カリウム、硫酸ナト
リウム、硝酸カリウム、酢酸ナトリウム、蓚酸カリウム、クエン酸ナトリウム、安息香酸
カリウム等のアルカリ金属類の塩、２）塩化アルミニウム、臭化アルミニウム、硫酸アル
ミニウム、硝酸アルミニウム、硫酸ナトリウムアルミニウム、硫酸カリウムアルミニウム
、酢酸アルミニウム、塩化バリウム、臭化バリウム、ヨウ化バリウム、酸化バリウム、硝
酸バリウム、チオシアン酸バリウム、塩化カルシウム、臭化カルシウム、ヨウ化カルシウ
ム、亜硝酸カルシウム、硝酸カルシウム、リン酸二水素カルシウム、チオシアン酸カルシ
ウム、安息香酸カルシウム、酢酸カルシウム、サリチル酸カルシウム、酒石酸カルシウム
、乳酸カルシウム、フマル酸カルシウム、クエン酸カルシウム、塩化銅、臭化銅、硫酸銅
、硝酸銅、酢酸銅、塩化鉄、臭化鉄、ヨウ化鉄、硫酸鉄、硝酸鉄、蓚酸鉄、乳酸鉄、フマ
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ル酸鉄、クエン酸鉄、塩化マグネシウム、臭化マグネシウム、ヨウ化マグネシウム、硫酸
マグネシウム、硝酸マグネシウム、酢酸マグネシウム、乳酸マグネシウム、塩化マンガン
、硫酸マンガン、硝酸マンガン、リン酸二水素マンガン、酢酸マンガン、サリチル酸マン
ガン、安息香酸マンガン、乳酸マンガン、塩化ニッケル、臭化ニッケル、硫酸ニッケル、
硝酸ニッケル、酢酸ニッケル、硫酸スズ、塩化チタン、塩化亜鉛、臭化亜鉛、硫酸亜鉛、
硝酸亜鉛、チオシアン酸亜鉛、酢酸亜鉛、炭酸カルシウム、炭酸マグネシウム等の多価金
属類の塩等が挙げられる。
 
【００５４】
　また、カチオン性電解質の具体例としては、テトラアルキルアンモニウム塩、アルキル
アミン塩、ベンザルコニウム塩、アルキルピリジウム塩、イミダゾリウム塩、ポリアミン
等が挙げられ、例えば、ヘキサメチレンジアミン、テトラエチレンペンタミン、テトラメ
チルアンモニウムクロライド、テトラエチルアンモニウムブロマイド、ジヒドロキシエチ
ルステアリルアミン、２－ヘプタデセニル－ヒドロキシエチルイミダゾリン、ラウリルジ
メチルベンジルアンモニウムクロライド、セチルピリジニウムクロライド、ステアラミド
メチルピリジウムクロライド、ジアリルジメチルアンモニウムクロライド重合体、ジアリ
ルアミン重合体、モノアリルアミン重合体等が挙げられる。
【００５５】
　上記の電解質の中でも、硫酸アルミニウム、炭酸カルシウム、塩化カルシウム、硝酸カ
ルシウム、酢酸カルシウム、塩化マグネシウム、硝酸マグネシウム、硫酸マグネシウム、
酢酸マグネシウム、硫酸スズ、塩化亜鉛、硝酸亜鉛、硫酸亜鉛、酢酸亜鉛、硝酸アルミニ
ウム、モノアリルアミン重合体、ジアリルアミン重合体、ジアリルジメチルアンモニウム
クロライド重合体等が顔料の凝集能が高く、色間滲みの発生を防止することによる画像品
質の改善効果が大きいという観点から好ましく使用される。
【００５６】
　なお、樹脂粉体として上記の電解質を使用する場合、多価金属を含有するもの、又は、
色材の表面官能基の極性とは逆の極性を示す化合物を使用することが好ましい。
【００５７】
　また、樹脂粉体には、帯電制御剤を添加しても良い。帯電制御剤は例えば、ニグロシン
染料、ベンゾイミダゾール系化合物、四級アンモニウム塩化合物、アルコキシ化アミン、
アルキルアミド、モリブデン酸キレート顔料、トリフェニルメタン系化合物、サリチル酸
金属塩錯体、アゾ系クロム錯体、銅フタロシアニンなど、公知のいかなるものでもかまわ
ない。特に好ましくは四級アンモニウム塩化合物、アルコキシ化アミン、アルキルアミド
が挙げられる。これらの帯電制御剤は、分散状態の制御がし易い。
　樹脂粉体に対するこれら帯電制御剤の添加量は、一般に０．１～１０質量％、より好ま
しくは、０．５～８質量％の範囲である。
【００５８】
　吸水性の二酸化ケイ素、二酸化チタンなどの無機成分を混合して、樹脂粉体を作製して
も良い。これらの無機成分を含むことで、吸水速度を高めることが可能である。
【００５９】
　記録媒体の単位面積当たりに塗布される樹脂粉体の量は０．１ｇ／ｍ2以上３０ｇ／ｍ2

以下であることが好ましく、０．５ｇ／ｍ2以上２０ｇ／ｍ2以下であることがより好まし
く、１ｇ／ｍ2以上１５ｇ／ｍ2以下であることが更に好ましい。ここで、記録媒体の単位
面積当たりに塗布される樹脂粉体の量が３０ｇ／ｍ2を超えると、樹脂粉体がプリンタヘ
ッドに付着してノズルを閉塞させ、吐出不良を引起すおそれがある。一方、記録媒体の単
位面積当たりに塗布される樹脂粉体の量が０．１ｇ／ｍ2未満であると、色間滲みの発生
を防止することによる画像品質の改善を十分に行なえなくなる傾向が大きくなる。
【００６０】
　更に、上記樹脂粉体とともに、二酸化ケイ素（疎水性シリカ）、二酸化チタン、アルミ
ナ、炭酸マグネシウム、タルク（マグネシウム含水ケイ酸塩鉱物）、クレー（金属等の含
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水ケイ酸塩鉱物）等の無機微粒子や、ポリエチレン、ＰＴＦＥ樹脂等の有機微粒子を用い
ることも可能である。これらの微粒子を併用すれば、これによりインク中の溶媒が効果的
に吸収されるようになるので色間滲みの発生を防止することによる画像品質の改善効果が
大きくなる。
　微粒子の粒径は、樹脂粉体表面に吸着し流動性を付与するなどの効果があるため、樹脂
粉体の粒径よりも小さいことが好ましく、樹脂粉体の１／１０～１／１０００の粒径であ
ることが好ましい。
【００６１】
２．インク
　本発明では、水や水溶性有機溶媒に一部溶解するように設計された樹脂粉体を用いるた
め、使用するインクは水性インクであるが、該水性インクについては特に限定されない。
　通常、水性インクは、少なくとも色材、水溶性有機溶剤、及び水を含み、本発明におい
ても、このような水性インクを用いる。
【００６２】
　本発明において使用される水性インク中に含まれる色材は特に限定されるものではなく
、例えば、顔料、染料等を使用することができる。
【００６３】
　顔料を使用する場合、有機顔料、無機顔料のいずれも使用することができる。例えば、
黒色顔料とシアン色顔料、マゼンタ色顔料、イエロー色顔料の３原色顔料のほか、赤、緑
、青、茶、白等の特定色顔料や、金、銀色等の金属光沢顔料、無色または淡色の体質顔料
、プラスチックピグメント等を使用しても良い。また、本発明のために、新規に合成した
顔料を使用してもよい。
【００６４】
　黒色顔料としては、ファーネスブラック、ランプブラック、アセチレンブラック、チャ
ンネルブラック等のカーボンブラック顔料等が挙げられる。また、シアン色顔料としては
、Ｃ．Ｉ．Ｐｉｇｍｅｎｔ　Ｂｌｕｅ－１，－２，－３，－１５，－１５：１，－１５：
２，－１５：３，－１５：４，－１６，－２２，－６０等が挙げられる。更に、マゼンタ
色顔料としては、Ｃ．Ｉ．Ｐｉｇｍｅｎｔ　Ｒｅｄ－５，－７，－１２，－４８，－４８
：１，－５７，－１１２，－１２２，－１２３，－１４６，－１６８，－１８４，－２０
２等が挙げられる。また、イエロー色顔料としては、Ｃ．Ｉ．Ｐｉｇｍｅｎｔ　Ｙｅｌｌ
ｏｗ－１，－２，－３，－１２，－１３，－１４，－１６，－１７，－７３，－７４，－
７５，－８３，－９３，－９５，－９７，－９８，－１１４，－１２８，－１２９，－１
３８，－１５１，－１５４等が挙げられる。
【００６５】
　具体的には、例えば、Ｒａｖｅｎ７０００，Ｒａｖｅｎ５７５０，Ｒａｖｅｎ５２５０
，Ｒａｖｅｎ５０００　ＵＬＴＲＡＩＩ，Ｒａｖｅｎ　３５００，Ｒａｖｅｎ２０００，
Ｒａｖｅｎ１５００，Ｒａｖｅｎ１２５０，Ｒａｖｅｎ１２００，Ｒａｖｅｎ１１９０　
ＵＬＴＲＡＩＩ，Ｒａｖｅｎ１１７０，Ｒａｖｅｎ１２５５，Ｒａｖｅｎ１０８０，Ｒａ
ｖｅｎ１０６０（以上コロンビアン・カーボン社製）、Ｒｅｇａｌ４００Ｒ，Ｒｅｇａｌ
３３０Ｒ，Ｒｅｇａｌ６６０Ｒ，Ｍｏｇｕｌ　Ｌ，Ｂｌａｃｋ　Ｐｅａｒｌｓ　Ｌ，Ｍｏ
ｎａｒｃｈ　７００，Ｍｏｎａｒｃｈ　８００，Ｍｏｎａｒｃｈ　８８０，Ｍｏｎａｒｃ
ｈ　９００，Ｍｏｎａｒｃｈ　１０００，Ｍｏｎａｒｃｈ　１１００，Ｍｏｎａｒｃｈ　
１３００，Ｍｏｎａｒｃｈ　１４００（以上キャボット社製），Ｃｏｌｏｒ　Ｂｌａｃｋ
　ＦＷ１，ＣｏｌｏｒＢｌａｃｋ　ＦＷ２，Ｃｏｌｏｒ　Ｂｌａｃｋ　ＦＷ２Ｖ，Ｃｏｌ
ｏｒ　Ｂｌａｃｋ　１８，Ｃｏｌｏｒ　Ｂｌａｃｋ　ＦＷ２００，Ｃｏｌｏｒ　Ｂｌａｃ
ｋ　Ｓ１５０，Ｃｏｌｏｒ　Ｂｌａｃｋ　Ｓ１６０，Ｃｏｌｏｒ　Ｂｌａｃｋ　Ｓ１７０
，Ｐｒｉｎｔｅｘ３５，Ｐｒｉｎｔｅｘ　Ｕ，Ｐｒｉｎｔｅｘ　Ｖ，Ｐｒｉｎｔｅｘ１４
０Ｕ，Ｐｒｉｎｔｅｘ１４０Ｖ，Ｓｐｅｃｉａｌ　Ｂｌａｃｋ　６，Ｓｐｅｃｉａｌ　Ｂ
ｌａｃｋ　５，Ｓｐｅｃｉａｌ　Ｂｌａｃｋ　４Ａ，Ｓｐｅｃｉａｌ　Ｂｌａｃｋ４（以
上デグッサ社製）、Ｎｏ．２５，Ｎｏ．３３，Ｎｏ．４０，Ｎｏ．４７，Ｎｏ．５２，Ｎ
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ｏ．９００，Ｎｏ．２３００，ＭＣＦ－８８，ＭＡ６００，ＭＡ７，ＭＡ８，ＭＡ１００
（以上三菱化学社製）等を挙げることができる。
【００６６】
　また、本発明において顔料として水に自己分散可能な顔料を用いることもできる。ここ
で、本発明において「水に自己分散可能な顔料」とは、以下に説明する手順に沿って測定
される顔料の濃度に基づく条件を満たしており、当該顔料表面に、水に対して可溶性の官
能基を配し、高分子分散剤を用いなくとも水中で安定に分散可能な顔料のことを指す。す
なわち、先ず、水が９５質量％、顔料が５質量％となるように水に対して顔料を加え、超
音波ホモジナイザーを用いて水中に顔料を分散させてガラス瓶中で２４時間放置する。次
に、得られる顔料の分散液からその全体積の３分の１の量の上澄み液を採取する。そして
、分散液の上澄み液における顔料濃度を測定し、この顔料濃度が、分散直後の分散液中の
顔料濃度に対して９８％以上であるとき、その顔料を水に自己分散可能な顔料とする。こ
のような水に自己分散可能な顔料は、通常のいわゆる顔料に対して酸・塩基処理、カップ
リング剤処理、ポリマーグラフト処理、プラズマ処理、酸化／還元処理等の表面改質処理
等を施すことにより得ることが可能である。
 
【００６７】
　水に自己分散可能な顔料としては、前述した条件を満たす顔料であれば特に限定されな
い。例えば、上記顔料に対して表面改質処理を施した顔料の他、キャボット社製のＣａｂ
－ｏ－ｊｅｔ－２００、Ｃａｂ－ｏ－ｊｅｔ－３００、ＩＪＸ－５５、ＩＪＸ－２５３、
ＩＪＸ－２６６、ＩＪＸ－２７３、オリエント化学社製のＭｉｃｒｏｊｅｔ　Ｂｌａｃｋ
　ＣＷ－１、ＣＷ－２更には日本触媒社から販売されている自己分散顔料等の市販の自己
分散顔料等を使用してもよく、前述の方法により通常の顔料から合成して使用してもよい
。
【００６８】
　一方、染料を使用する場合、水溶性染料、油性染料、分散染料のいずれを用いてもよい
。水溶性染料としては、例えば、Ｃ．Ｉ．Ｄｉｒｅｃｔ　Ｂｌａｃｋ－２，－４，－９，
－１１，－１７，－１９，－２２，－３２，－８０，－１５１，－１５４，－１６８，－
１７１，－１９４，－１９５、Ｃ．Ｉ．Ｄｉｒｅｃｔ　Ｂｌｕｅ－１，－２，－６，－８
，－２２，－３４，－７０，－７１，－７６，－７８，－８６，－１１２，－１４２，－
１６５，－１９９，－２００，－２０１，－２０２，－２０３，－２０７，－２１８，－
２３６，－２８７，－３０７、Ｃ．Ｉ．Ｄｉｒｅｃｔ　Ｒｅｄ－１，－２，－４，－８，
－９，－１１，－１３，－１５，－２０，－２８，－３１，－３３，－３７，－３９，－
５１，－５９，－６２，－６３，－７３，－７５，－８０，－８１，－８３，－８７，－
９０，－９４，－９５，－９９，－１０１，－１１０，－１８９，－２２７、Ｃ．Ｉ．Ｄ
ｉｒｅｃｔ　Ｙｅｌｌｏｗ－１，－２，－４，－８，－１１，－１２，－２６，－２７，
－２８，－３３，－３４，－４１，－４４，－４８，－５８，－８６，－８７，－８８，
－１３２，－１３５，－１４２，－１４４，－１７３、Ｃ．Ｉ．Ｆｏｏｄ　Ｂｌａｃｋ　
－１，－２、Ｃ．Ｉ．Ａｃｉｄ　Ｂｌａｃｋ－１，－２，－７，－１６，－２４，－２６
，－２８，－３１，－４８，－５２，－６３，－１０７，－１１２，－１１８，－１１９
，－１２１，－１５６，－１７２，－１９４，－２０８、Ｃ．Ｉ．Ａｃｉｄ　Ｂｌｕｅ　
－１，－７，－９，－１５，－２２，－２３，－２７，－２９，－４０，－４３，－５５
，－５９，－６２，－７８，－８０，－８１，－８３，－９０，－１０２，－１０４，－
１１１，－１８５，－２４９，－２５４、Ｃ．Ｉ．Ａｃｉｄ　Ｒｅｄ－１，－４，－８，
－１３，－１４，－１５，－１８，－２１，－２６，－３５，－３７，－５２，－１１０
，－１４４，－１８０，－２４９，－２５７、－２８９、Ｃ．Ｉ．Ａｃｉｄ　Ｙｅｌｌｏ
ｗ－１，－３，－４，－７，－１１，－１２，－１３，－１４，－１８，－１９，－２３
，－２５，－３４，－３８，－４１，－４２，－４４，－５３，－５５，－６１，－７１
，－７６，－７８，－７９，－１２２などが挙げられる。
【００６９】
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　以上説明した水性インクに含有される色材の含有量は、水性インクの総質量に対して０
．５～２０質量％であることが好ましく、１～１０質量％であることがより好ましい。上
記の含有量が０．５質量％未満であると、十分な光学濃度が得られなくなる傾向が大きく
なる。一方、上記の含有量が２０質量％を超えると、インクを普通紙等の記録媒体上に円
滑に噴射することが困難となる傾向が大きくなる。
【００７０】
　また、本発明のインクジェットインクに含有される水溶性有機溶媒は、水溶性であれば
特に限定されないが、例えば、多価アルコール類、多価アルコール類誘導体、含窒素溶媒
、アルコール類、含硫黄溶媒、炭酸プロピレン、炭酸エチレン等を使用することができる
。ここで、多価アルコール類としては、エチレングリコール、ジエチレングリコール、プ
ロピレングリコール、ブチレングリコール、トリエチレングリコール、１、５－ペンタン
ジオール、１，２，６－ヘキサントリオール、グリセリン等が挙げられる。また、多価ア
ルコール誘導体としては、エチレングリコールモノメチルエーテル、エチレングリコール
モノエチルエーテル、エチレングリコールモノブチルエーテル、ジエチレングリコールモ
ノメチルエーテル、ジエチレングリコールモノエチルエーテル、ジエチレングリコールモ
ノブチルエーテル、プロピレングリコールモノブチルエーテル、ジプロピレングリコール
モノブチルエーテル、ジグリセリンのエチレンオキサイド付加物等が挙げられる。更に、
含窒素溶媒としては、ピロリドン、Ｎ－メチル－２－ピロリドン、シクロヘキシルピロリ
ドン、トリエタノールアミン等が挙げられる。また、アルコール類としてはエタノール、
イソプロピルアルコール、ブチルアルコール、ベンジルアルコール等が挙げられる。更に
、含硫黄溶媒としては、チオジエタノール、チオジグリセロール、スルホラン、ジメチル
スルホキシド等が挙げられる。
【００７１】
　また、本発明の水性インクに含有される水溶性有機溶媒としては、１種類の溶媒を単独
で使用してもよく、２種類以上の溶媒を混合し混合溶媒として使用してもよい。更に、水
性インク中の水溶性有機溶媒の含有量は、水性インクの総質量に対して１～６０質量％で
あることが好ましく、５～４０質量％であることがより好ましい。水溶性有機溶媒の含有
量が１質量％未満であると、十分な光学濃度が得られなくなる傾向が大きくなる。一方、
水溶性有機溶媒の含有量が６０質量％を超えると、記録媒体上における水性インクの速乾
性が十分に得られなくなる傾向が大きくなる。
【００７２】
　また、本発明においては、前述の顔料を水性インク中に良好に分散させるために高分子
分散剤を添加してもよい。このような高分子分散剤としては、ノニオン性化合物、アニオ
ン性化合物、カチオン性化合物、両性化合物のいずれを使用してもよい。
 
【００７３】
　例えば、多価アルコールのアルキレンオキサイド付加物を使用してもよい。具体的には
、エタンジオール、プロパンジオール、ブタンジオール、ヘキサンジオール、グリセリン
、トリメチロールプロパン、ペンタエリスリトール等の多価アルコールに対してエチレン
オキサイド、プロピレンオキサイド、ブチレンオキサイド等のアルキレンオキサイド基を
付加した化合物が挙げられる。より具体的には、ポリオキシエチレングリコール、ポリオ
キシプロピレングリコール、ポリオキシエチレン－ポリオキシプロピレン共重合体グリコ
ール、ポリオキシエチレン－ポリオキシブチレン共重合体グリコール等が挙げられる。
【００７４】
　また、高分子化合物としてα，β－エチレン性不飽和基を有するモノマーの共重合体等
を使用してもよい。このようなα，β－エチレン性不飽和基を有するモノマーとしては、
アクリル酸、メタクリル酸、クロトン酸、イタコン酸、イタコン酸モノエステル、マレイ
ン酸、マレイン酸モノエステル、フマル酸、フマル酸モノエステル、ビニルスルホン酸、
スチレンスルホン酸、スルホン化ビニルナフタレン、ビニルアルコール、アクリルアミド
、メタクリロキシエチルホスフェート、ビスメタクリロキシエチルホスフェート、メタク
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リロキシエチルフェニルアシドホスフェート、エチレングリコールジメタクリレート、ジ
エチレングリコールジメタクリレート、スチレン、α－メチルスチレン、ビニルトルエン
等のスチレン誘導体、ビニルシクロヘキサン、ビニルナフタレン、ビニルナフタレン誘導
体、アクリル酸アルキルエステル、アクリル酸フェニルエステル、メタクリル酸アルキル
エステル、メタクリル酸フェニルエステル、メタクリル酸シクロアルキルエステル、クロ
トン酸アルキルエステル、イタコン酸ジアルキルエステル、マレイン酸ジアルキルエステ
ル等が挙げられる。
【００７５】
　そして、α，β－エチレン性不飽和基を有するモノマーの共重合体としては、上記説明
した少なくとも１種のα，β－エチレン性不飽和基を有するモノマーから合成された共重
合体が挙げられる。具体的には、ポリビニルアルコール、ポリビニルピロリドン、スチレ
ン－スチレンスルホン酸共重合体、スチレン－マレイン酸共重合体、スチレン－メタクリ
ル酸共重合体、スチレン－アクリル酸共重合体、ビニルナフタレン－マレイン酸共重合体
、ビニルナフタレン－メタクリル酸共重合体、ビニルナフタレン－アクリル酸共重合体、
アクリル酸アルキルエステル－アクリル酸共重合体、メタクリル酸アルキルエステル－メ
タクリル酸、スチレン－メタクリル酸アルキルエステル－メタクリル酸共重合体、スチレ
ン－アクリル酸アルキルエステル－アクリル酸共重合体、スチレン－メタクリル酸フェニ
ルエステル－メタクリル酸共重合体、スチレン－メタクリル酸シクロヘキシルエステル－
メタクリル酸共重合体等が挙げられる。
【００７６】
　本発明において使用される水性インクに含有される高分子分散剤の重量平均分子量は、
２０００～１５０００であることが好ましく３５００～１００００であることがより好ま
しい。高分子分散剤の分子量が２０００未満となると、顔料を水性インク中に安定に分散
させることが困難となる傾向が大きくなる。一方、重量平均分子量が１５０００を超える
と、水性インクの粘度が高くなり、吐出性が悪化してしまう傾向が大きくなる。
【００７７】
　また、本発明において使用される水性インクに含有される高分子化合物の含有量は、イ
ンクの総質量に対して０．１～３質量％であることが好ましく、０．２～２．５質量％で
あることがより好ましく、０．１５～２質量％であることが更に好ましい。高分子化合物
の含有量が０．１質量％未満であると、インクの滲みの発生が著しくなる傾向がある。一
方、高分子化合物の含有量が３質量％を超えると、インクを普通紙等の記録媒体上に円滑
に噴射することが困難となる傾向が大きくなる。
【００７８】
　また、本発明において、水性インクに含有される水の含有量は、インクの質量に対して
１４～９８．４質量％であることが好ましく、４０～９０質量％であることがより好まし
い。水の含有量が１４質量％未満であると、インクがノズルから円滑に噴射できなくなる
傾向が大きくなる。一方、水の含有量が９８．４質量％を超えると、長期保存性が低下す
る傾向が大きくなる。
【００７９】
　更に、本発明において使用される水性インクには、以上説明した成分に加え、必要に応
じて以下の添加物を添加してもよい。
【００８０】
　すなわち、例えば、インクの噴射特性制御又は長期保存安定性向上のため、ポリエチレ
ンイミン、ポリアミン類、ポリビニルピロリドン、ポリエチレングリコール、エチルセル
ロース、カルボキシメチルセルロース等のセルロース誘導体、多糖類及びその誘導体、そ
の他水溶性ポリマー、アクリル系ポリマーエマルション、ポリウレタン系エマルション等
のポリマーエマルション、シクロデキストリン、大環状アミン類、デンドリマー、クラウ
ンエーテル類、尿素及びその誘導体、アセトアミド等を用いることができる。
　また、導伝率、ｐＨを調整するため、水酸化カリウム、水酸化ナトリウム、水酸化リチ
ウム等のアルカリ金属類の化合物、水酸化アンモニウム、トリエタノールアミン、ジエタ
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ノールアミン、エタノールアミン、２－アミノ－２－メチル－１－プロパノール等の含窒
素化合物、水酸化カルシウム等のアルカリ土類金属類の化合物、硫酸、塩酸、硝酸等の酸
、硫酸アンモニウム等の強酸と弱アルカリの塩等を使用することができる。
　更に、ｐＨ緩衝剤、酸化防止剤、防カビ剤、粘度調整剤、導電剤、紫外線吸収剤、及び
キレート化剤さらに水溶性染料、分散染料、油溶性染料等も添加することができる。
【００８１】
　インクの粘度は、安定した吐出性を確保するため、２ｍＰａＳ以上１０ｍＰａＳ以下が
好ましく、より好ましくは、３ｍＰａＳ以上５ｍＰａＳ以下である。インクの粘度が１０
ｍＰａ・ｓを超えると、インクの速乾性が著しく低下する傾向にある。これは、このよう
な粘度のインクでは、紙等の記録媒体への浸透性が著しく低下してしまうためであると考
えられる。一方、インクの粘度が２ｍＰａ・ｓ未満であると、十分な光学濃度が得難くな
る傾向にある。これは、紙等の記録媒体への浸透性が著しく増大してしまうためであると
考えられる。
　インクの表面張力は、上述の樹脂粉体によってインク中の溶剤が速やかに吸収される範
囲であれば特に限定されないが、乾燥性を高めるために好ましくは、２０ｍＮ／ｍ以上５
０ｍＮ／ｍ以下であり、より好ましくは２５ｍＮ／ｍ以上３５ｍＮ／ｍ以下である。
 
【００８２】
３．その他の材料
　本発明では、インクのほかに、インクと作用する液体組成物を用いても良い。ここで、
「インクと作用する」とは、化学的な結合を形成することをいい、特にイオン性結合を形
成することが好ましい。化学的な結合が形成されることで、インクを増粘させたり、凝集
させたりすることが可能である。
【００８３】
　液体組成物は、少なくとも凝集剤を含有する。本発明において使用される凝集剤とは、
インク中の成分と反応、又は、相互作用をすることで、増粘又は凝集を起こす効果を有す
る物質のことを示す。このような物質としては、多価金属イオン又はカチオン性物質が挙
げられる。具体的には、下記に示す、無機電解質、有機アミン化合物、及び有機酸などが
有効に使用される。
【００８４】
　無機電解質としては、リチウムイオン、ナトリウムイオン、カリウムイオン等のアルカ
リ金属イオン、及び、アルミニウムイオン、バリウムイオン、カルシウムイオン、銅イオ
ン、鉄イオン、マグネシウムイオン、マンガンイオン、ニッケルイオン、スズイオン、チ
タンイオン、亜鉛イオン等の多価金属イオンと、塩酸、臭酸、ヨウ化水素酸、硫酸、硝酸
、リン酸、チオシアン酸、及び、酢酸、蓚酸、乳酸、フマル酸、フマル酸、クエン酸、サ
リチル酸、安息香酸等の有機カルボン酸及び、有機スルホン酸の塩等が挙げられる。
【００８５】
　具体例としては、塩化リチウム、塩化ナトリウム、塩化カリウム、臭化ナトリウム、臭
化カリウム、ヨウ化ナトリウム、ヨウ化カリウム、硫酸ナトリウム、硝酸カリウム、酢酸
ナトリウム、蓚酸カリウム、クエン酸ナトリウム、安息香酸カリウム等のアルカリ金属類
の塩、及び、塩化アルミニウム、臭化アルミニウム、硫酸アルミニウム、硝酸アルミニウ
ム、硫酸ナトリウムアルミニウム、硫酸カリウムアルミニウム、酢酸アルミニウム、塩化
バリウム、臭化バリウム、ヨウ化バリウム、酸化バリウム、硝酸バリウム、チオシアン酸
バリウム、塩化カルシウム、臭化カルシウム、ヨウ化カルシウム、亜硝酸カルシウム、硝
酸カルシウム、リン酸二水素カルシウム、チオシアン酸カルシウム、安息香酸カルシウム
、酢酸カルシウム、サリチル酸カルシウム、酒石酸カルシウム、乳酸カルシウム、フマル
酸カルシウム、クエン酸カルシウム、塩化銅、臭化銅、硫酸銅、硝酸銅、酢酸銅、塩化鉄
、臭化鉄、ヨウ化鉄、硫酸鉄、硝酸鉄、蓚酸鉄、乳酸鉄、フマル酸鉄、クエン酸鉄、塩化
マグネシウム、臭化マグネシウム、ヨウ化マグネシウム、硫酸マグネシウム、硝酸マグネ
シウム、酢酸マグネシウム、乳酸マグネシウム、塩化マンガン、硫酸マンガン、硝酸マン
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ガン、リン酸二水素マンガン、酢酸マンガン、サリチル酸マンガン、安息香酸マンガン、
乳酸マンガン、塩化ニッケル、臭化ニッケル、硫酸ニッケル、硝酸ニッケル、酢酸ニッケ
ル、硫酸スズ、塩化チタン、塩化亜鉛、臭化亜鉛、硫酸亜鉛、硝酸亜鉛、チオシアン酸亜
鉛、酢酸亜鉛等の多価金属類の塩等が挙げられる。
【００８６】
　有機アミン化合物としては、１級、２級、３級及び４級アミン及びそれらの塩等が挙げ
られる。
　具体例としては、テトラアルキルアンモニウム塩、アルキルアミン塩、ベンザルコニウ
ム塩、アルキルピリジウム塩、イミダゾリウム塩、ポリアミン等が挙げられ、例えば、イ
ソプロピルアミン、イソブチルアミン、ｔ－ブチルアミン、２－エチルヘキシルアミン、
ノニルアミン、ジプロピルアミン、ジエチルアミン、トリメチルアミン、トリエチルアミ
ン、ジメチルプロピルアミン、エチレンジアミン、プロピレンジアミン、ヘキサメチレン
ジアミン、ジエチレントリアミン、テトラエチレンペンタミン、ジエタノールアミン、ジ
エチルエタノールアミン、トリエタノールアミン、テトラメチルアンモニウムクロライド
、テトラエチルアンモニウムブロマイド、ジヒドロキシエチルステアリルアミン、２－ヘ
プタデセニル－ヒドロキシエチルイミダゾリン、ラウリルジメチルベンジルアンモニウム
クロライド、セチルピリジニウムクロライド、ステアラミドメチルピリジウムクロライド
、ジアリルジメチルアンモニウムクロライド重合体、ジアリルアミン重合体、モノアリル
アミン重合体、及び、これら化合物のスルフォニウム塩、ホスホニウム塩等のオニウム塩
、又は、リン酸エステル等が挙げられる。
【００８７】
　有機酸として好ましくは、下記一般式（１）で表される化合物である。
【化１】

【００８８】
　ここで、式中、Ｘは、Ｏ、ＣＯ、ＮＨ、ＮＲ、Ｓ、又はＳＯ2を表し、Ｒは、アルキル
基を表す。Ｒとして好ましくは、ＣＨ3、Ｃ2Ｈ5、Ｃ2Ｈ4ＯＨである。Ｘとして好ましく
は、ＣＯ、ＮＨ、ＮＲ，Ｏであり、より好ましくは、ＣＯ、ＮＨ、Ｏである。Ｍは、水素
原子、アルカリ金属又はアミン類を表す。Ｍとして好ましくは、Ｈ、Ｌｉ、Ｎａ、Ｋ、モ
ノエタノールアミン、ジエタノールアミン、トリエタノールアミン等であり、より好まし
くは、Ｈ、Ｎａ、Ｋであり、更に好ましくは、水素原子である。ｎは、３～７の整数であ
る。ｎとして好ましくは、複素環が６員環又は５員環となる場合であり、より好ましくは
、５員環の場合である。ｍは、１又は２である。一般式（１）で表される化合物は、複素
環であれば、飽和環であっても不飽和環であってもよい。ｌは、１～５の整数である。
　一般式（１）で表される化合物は、具体的には、フラン、ピロール、ピロリン、ピロリ
ドン、ピロン、ピロール、チオフェン、インドール、ピリジン、キノリン構造を有し、更
に官能基としてカルボキシル基を有する化合物を示す。具体的には、２－ピロリドン－５
－カルボン酸、４－メチル－４－ペンタノリド－３－カルボン酸、フランカルボン酸、２
－ベンゾフランカルボン酸、５－メチル－２－フランカルボン酸、２，５－ジメチル－３
－フランカルボン酸、２，５－フランジカルボン酸、４－ブタノリド－３－カルボン酸、
３－ヒドロキシ－４－ピロン－２，６－ジカルボン酸、２－ピロン－６－カルボン酸、４
－ピロン－２－カルボン酸、５－ヒドロキシ－４－ピロン－５－カルボン酸、４－ピロン
－２，６－ジカルボン酸、３－ヒドロキシ－４－ピロン－２，６－ジカルボン酸、チオフ
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ェンカルボン酸、２－ピロールカルボン酸、２，３－ジメチルピロール－４－カルボン酸
、２，４，５－トリメチルピロール－３－プロピオン酸、３－ヒドロキシ－２－インドー
ルカルボン酸、２，５－ジオキソ－４－メチル－３－ピロリン－３－プロピオン酸、２－
ピロリジンカルボン酸、４－ヒドロキシプロリン、１－メチルピロリジン－２－カルボン
酸、５－カルボキシ－１－メチルピロリジン－２－酢酸、２－ピリジンカルボン酸、３－
ピリジンカルボン酸、４－ピリジンカルボン酸、ピリジンジカルボン酸、ピリジントリカ
ルボン酸、ピリジンペンタカルボン酸、１，２，５，６－テトラヒドロ－１－メチルニコ
チン酸、２－キノリンカルボン酸、４－キノリンカルボン酸、２－フェニル－４－キノリ
ンカルボン酸、４－ヒドロキシ－２－キノリンカルボン酸、６－メトキシ－４－キノリン
カルボン酸、これらの化合物の誘導体、又はこれらの塩等の化合物が挙げられる。
【００８９】
　一般式（１）で表される化合物として、好ましくは、ピロリドンカルボン酸、ピロンカ
ルボン酸、ピロールカルボン酸、フランカルボン酸、ビリジンカルボン酸、クマリン酸、
チオフェンカルボン酸、ニコチン酸、若しくはこれらの化合物の誘導体、又はこれらの塩
である。より好ましくは、ピロリドンカルボン酸、ピロンカルボン酸、フランカルボン酸
、クマリン酸、若しくはこれらの化合物誘導体、又は、これらの塩である。
【００９０】
　これらの中でも、好ましくは、塩化マグネシウム、臭化マグネシウム、ヨウ化マグネシ
ウム、硫酸マグネシウム、硝酸マグネシウム、酢酸マグネシウム、塩化カルシウム、臭化
カルシウム、硝酸カルシウム、リン酸二水素カルシウム、安息香酸カルシウム、酢酸カル
シウム、酒石酸カルシウム、乳酸カルシウム、フマル酸カルシウム、クエン酸カルシウム
、ジアリルジメチルアンモニウムクロライド重合体、ジアリルアミン重合体、モノアリル
アミン重合体、ピロリドンカルボン酸、ピロンカルボン酸、ピロールカルボン酸、フラン
カルボン酸、ビリジンカルボン酸、クマリン酸、チオフェンカルボン酸、ニコチン酸、ク
エン酸二水素カリウム、コハク酸、酒石酸、乳酸、フタル酸水素カリウム、若しくはこれ
らの化合物の誘導体、又はこれらの塩である。より好ましくは、塩化マグネシウム、硝酸
マグネシウム、硝酸カルシウム、ジアリルアミン重合体、ピロリドンカルボン酸、ピロン
カルボン酸、フランカルボン酸、クマリン酸、若しくはこれらの化合物誘導体、又は、こ
れらの塩である。
【００９１】
　本発明において、凝集剤は単一の種類を使用しても、或いは２種類以上を混合して使用
しても構わない。
　液体組成物中における凝集剤の添加量は、液体組成物の全質量に対し、０．０１質量％
以上３０質量％以下であることが好ましい。より好ましくは、０．１質量％以上１５質量
％以下であり、更に好ましくは、０．２５質量％以上１０質量％以下である。液体組成物
中における凝集剤の添加量が０．０１質量％未満の場合には、インク接触時において着色
剤の凝集が不充分となり、光学濃度、滲み、色間滲みが悪化する場合が存在し、一方、添
加量が３０質量％を超える場合には、噴射特性が低下し、液体が正常に噴射しない場合が
ある。
【００９２】
　液体組成物に用いられる水溶性溶媒としては、インクと同様の水溶性溶媒を使用するこ
とができる。
　水溶性溶媒の含有量は、液体組成物の全質量に対し、１質量％以上６０質量％以下、好
ましくは、５質量％以上４０質量％以下で使用される。液体組成物中の水溶性溶媒量が１
質量％よりも少ない場合には、十分な光学濃度が得られない場合が存在し、逆に、６０質
量％よりも多い場合には、液体の粘度が大きくなり、液体の噴射特性が不安定になる場合
がある。
　液体組成物の粘度は、安定した吐出性を確保するため、２ｍＰａＳ以上１０ｍＰａＳ以
下が好ましく、より好ましくは、３ｍＰａＳ以上５ｍＰａＳ以下である。また、液体組成
物の表面張力は、乾燥性を高めるために、好ましくは２０ｍＮ／ｍ以上５０ｍＮ／ｍ以下
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であり、より好ましくは２５ｍＮ／ｍ以上３５ｍＮ／ｍ以下である。
【００９３】
　インクと液体組成物との混合液における５μｍ以上の粗粒数は、５００個／μＬ以上で
あることが好ましい。より好ましくは５００個／μＬ以上１０，０００個／μＬ以下であ
り、更に好ましくは５００個／μＬ以上３，０００個／μＬ以下である。インクと液体組
成物との混合液における５μｍ以上粗粒数が、５００個／μＬ未満の場合には、光学濃度
が低下する場合がある。
　本発明において、インクと液体組成物との混合液における５μｍ以上粗粒数は、二つの
液体を質量比で１：１の割合で混合し、撹拌しながら２μＬを採取し、Ａｃｃｕｓｉｚｅ
ｒ　ＴＭ７７０　Ｏｐｔｉｃａｌ　Ｐａｒｔｉｃｌｅ　Ｓｉｚｅｒ　（Ｐａｒｔｉｃｌｅ
　Ｓｉｚｉｎｇ　Ｓｙｓｔｅｍｓ社製）を用いて測定した。なお、測定時のパラメーター
として、分散粒子の密度には着色剤の密度を入力した。この着色剤の密度は、着色剤分散
液を加熱、乾燥させることによって得られた着色剤粉体を比重計、又は比重ビン等を用い
て測定することにより求めることができる。
 
【００９４】
　液体組成物には、上記の表面張力及び粘度となる範囲で、水が添加される。水の添加量
は特に制限は無いが、好ましくは、液体組成物の全質量に対して、１０質量％以上９９質
量％以下であり、より好ましくは、３０質量％以上８０質量％以下である。
【００９５】
　また、液体組成物には、所望により着色剤を含有させることも可能である。液体組成物
に含有させる着色剤としては、インクの着色剤として説明したものと同様のものが使用で
きる。好ましくは、染料、表面にスルホン酸又はスルホン酸塩を有する顔料、アニオン性
自己分散顔料、カチオン性自己分散顔料が用いられる。これら着色剤は、酸性領域におい
て凝集しにくく、液体組成物の保存安定性を良化させる効果があるため、好適であると考
えられる。
【００９６】
４．インクジェット記録方法
　４－１．第１のインクジェット記録方法
　本発明の第１のインクジェット記録方法は、上記樹脂粉体を記録媒体の面に向けて散布
する粉体供給工程と、インクを記録媒体の面に向けて吐出する画像形成工程を有する。
　ここで、本発明のインクジェット記録方法に用いることのできる記録媒体は、特に限定
されものではなく、浸透性を有する記録媒体だけでなく、液体の浸透が極めて少ない非浸
透性の記録媒体にも適用することができる。本発明に用いることのできる記録媒体は、例
えば、普通紙、ＯＨＰシート、光沢紙、コート紙、アート紙、ポリフィルム、布帛等であ
る。普通紙としては、例えば、Ｌ紙、マルチエース紙、Ｍ紙、Ｐ紙、Ｓ紙、Ｒ紙、ＷＲ紙
、ＷＲ１００紙、Ｇｒｅｅｎ１００紙（いずれも、富士ゼロックスオフィスサプライ社製
）等が挙げられる。
【００９７】
　本発明の第１のインクジェット記録方法において、記録媒体として普通紙等の浸透性記
録媒体を用いる場合、記録媒体の面上に樹脂粉体を散布（噴射）する粉体供給工程の後に
、インクを当該記録媒体の面上に吐出させる画像形成工程を備えることが好ましい。イン
クが記録媒体に浸透する為、記録媒体上に予め樹脂粉体を散布しておくことで、インク中
の溶剤を樹脂粉体へ効率良く吸収でき、かつ該溶剤によって樹脂粉体が一部溶解して記録
媒体の面上に層を形成し、この層がインクの定着性を格段に向上させる為である。樹脂粉
体を散布した後であれば、いかなる時期にインクを付与してもかまわない。好ましくは、
樹脂粉体を散布してから０．１秒以下である。
　ただし、記録媒体の面上に着弾したインクが、面方向にフェザリングや色間滲みを生じ
る程度に広がってしまったり、印字画像の光学濃度が不十分となる程度に記録媒体内部に
過剰に浸透してしまわないようにインクの吐出に対する所定の粉体供給手段からの粉体散
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布のタイミング及びその供給量を精密にコントロールすることが可能であれば、インクを
記録媒体の面上に吐出させた後に樹脂粉体を散布させてもよい。
【００９８】
　また、浸透性記録媒体を用い、かつ液体組成物を適用する場合は、記録媒体の面上に樹
脂粉体を散布した後に、液体組成物を当該記録媒体の面上に吐出し、その後インクを当該
記録媒体の面上に吐出させることが好ましい。液体組成物を付与した後であれば、いかな
る時期にインクを付与してもかまわない。好ましくは、液体組成物を付与してから０．１
秒以下である。
【００９９】
　一方、記録媒体として光沢紙等の非浸透性記録媒体を用いる場合、インクを当該記録媒
体の面上に吐出させる画像形成工程の後に、記録媒体の面上に樹脂粉体を散布する粉体供
給工程を備えることが好ましい。樹脂粉体を溶解する水分が記録媒体に吸収されないので
、インク付与後に散布することで色材表面に樹脂粉体が膜を形成し定着性を向上させるこ
とが可能である為である。インクを付与した後であれば、いかなる時期に樹脂粉体を散布
してもかまわない。好ましくは、インクを付与してから０．１秒以下である。
　ただし、インクの吐出に対する所定の粉体供給手段からの粉体散布のタイミング及びそ
の供給量を精密にコントロールすることが可能であれば、樹脂粉体を散布した後に、イン
クを記録媒体の面上に吐出させてもよい。
【０１００】
　また、非浸透性の記録媒体を用い、かつ液体組成物を適用する場合は、液体組成物を記
録媒体の面上に吐出し、その後インクを当該記録媒体の面上に吐出し、その後、記録媒体
の面上に樹脂粉体を散布することが好ましい。液体組成物を付与した後であれば、いかな
る時期にインクを付与してもかまわない。好ましくは、液体組成物を付与してから０．１
秒以下である。
【０１０１】
　本発明の粉体供給工程において上記樹脂粉体を散布する方法は特に限定されるものでは
なく公知の粉体散布方法を用いることができる。このような粉体散布方法としては、例え
ば、流動浸漬法、静電煙霧法、溶射法、静電乾式吹き付け法、散布法等が挙げられる。ま
た、開閉式の蓋の設けられた開口部を有し、かつ、内部に粉体を貯蔵することが可能な容
器等を用いて樹脂粉体を散布することも可能である。このとき、例えば、記録媒体通過時
のみ蓋を開き、記録媒体上に樹脂粉体を散布し、非使用時には蓋を閉じ、樹脂粉体が散布
されないように調節する制御手段等を備えて樹脂粉体の散布を精密に制御することも可能
である。
【０１０２】
　また、本発明の第１のインクジェット記録方法は、上記の粉体供給工程と画像形成工程
とを有していれば、画像形成方法やインクの吐出方法等は特に限定されず、例えば、ピエ
ゾインクジェット方式や熱インクジェット方式等の公知の方式を使用するものであっても
よい。
　ただし、水性インクを用いる場合には、滲み及び色間滲みの発生を防止することによる
画像品質の改善効果があるという観点から熱インクジェット記録方式を採用することが好
ましい。この原因は明らかとなってはいなが、熱インクジェット記録方式の場合、インク
の粘度は吐出時に加熱されて低くなっているが、記録媒体上に着弾した後には温度の低下
に伴い粘度が急激に増加し、記録媒体上でのインクの広がりを抑制する効果が働くものと
考えられる。一方、インクとして油性インクを用いる場合には、インクの吐出性という観
点から、ピエゾインクジェット方式を採用することが好ましい。
【０１０３】
　また、本発明の第１のインクジェット記録方法において熱インクジェット記録方式を採
用する場合、インクに複数パルスを印加することにより１ドロップを形成することが好ま
しい。このようにすることにより、ノズルからのインクの噴射安定性を向上させることが
でき、更に、ヒーター上でのインクの焦げ付き（コゲーション）の発生を抑制することが
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可能となる。
【０１０４】
　本発明の第１のインクジェット記録方法においては、インクジェットインクのドロップ
量を２０ｐＬ以下とすることが好ましく、５～１８ｐＬとすることがより好ましく、１０
～１６ｐＬとすることが更に好ましい。記録媒体上におけるインクの接触角は、インクの
ドロップ量に依存して変化し、インクのドロップ量が大きくなるとこれに従って接触角は
小さくなる。そのため、インクのドロップ量を２０ｐＬ以下の範囲に制御することにより
、インクの記録媒体中への浸透と記録媒体表面方向への拡散とを適切に制御して、印字し
たときの十分な速乾性と十分な光学濃度を得ることが可能な水準に容易に調節することが
可能となる。ここで、インクのドロップ量が２０ｐＬを超えると、印字の滲みの発生が著
しくなる傾向がある。
【０１０５】
　また、本発明の第１のインクジェット記録方法では、上述の粉体供給工程及び画像形成
工程のほかに、画像平滑化工程を加えても良い。記録媒体にインクが吐出されると、イン
クは主として記録媒体表面に付着した状態にある。そこで、画像形成後に平滑化手段を加
えて加圧等を行いインクを記録媒体中に充填すると、該記録媒体中にインクが高密度に充
填され、かつ表面が平滑となる。その結果、画像の堅牢性を大幅に向上させることができ
、しかも画像表面の凹凸が抑えられ、印刷時の操作性の向上にも寄与する。
【０１０６】
　ここでの加圧の方法としては、特に制限はなく、任意の内径を有する円筒状、円柱状等
の、いわゆるローラーと呼ばれるような断面円形の基体や、平面状の板状体などの公知形
状で構成されたもの、例えば一対の圧着ローラや二枚構成の圧着板などを用いる方法が挙
げられる。
　例えば、互いに圧接した状態で回転する一対のローラ間に、インクが付与された記録媒
体を通して圧着する等の方法が挙げられる。
【０１０７】
　圧着時の圧力としては、記録媒体の坪量やインクの粘度・付与量、樹脂粉体の散布量等
によって異なるが、２ＭＰａ以上が好ましく、４～６．５ＭＰａがより好ましい。前記圧
力が２ＭＰａ未満であると、インクを記録媒体中に十分に充填できず、十分な堅牢性を備
える画像が得られないことがある。
【０１０８】
　４－２．第２のインクジェット記録方法
　本発明の第２のインクジェット記録方法は、上記樹脂粉体を中間転写体の表面に向けて
散布する樹脂粉体の粉体供給工程と、インクを中間転写体の面に向けて吐出し中間転写体
の表面にインク像を形成する画像形成工程と、該インク像を記録媒体に転写する転写工程
を有する。
【０１０９】
　ここで、本発明のインクジェット記録方法に用いることのできる記録媒体は、第１のイ
ンクジェット記録方法と同様、特に限定されものではなく、浸透性を有する記録媒体だけ
でなく、液体の浸透が極めて少ない非浸透性の記録媒体も適用することができる。
【０１１０】
　本発明の第２のインクジェット記録方法では、中間転写体の面の上に樹脂粉体を散布（
噴射）する粉体供給工程の後に、インクを中間転写体の面に向けて吐出し中間転写体の表
面にインク像を形成する画像形成工程を備えることが好ましい。樹脂粉体上にインクを吐
出し、更には液体組成物を吐出することで、樹脂粉体上でインクが増粘及び／又は凝集す
る。このようなインクを中間転写体から記録媒体へ転写するため、インクの記録媒体への
定着性が良好となる。また、インク中の溶剤も樹脂粉体に吸収されているため、記録媒体
に転写されたインク像のフェザリングの発生を抑えることができる。
【０１１１】
　インクを付与する時期は、樹脂粉体を散布した後のいかなる時期であってもよい。好ま
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しくは、樹脂粉体を散布してから０．１秒以下である。
　また、液体組成物を用いる場合は、中間転写体の面の上に樹脂粉体を散布（噴射）した
後に液体組成物及びインクを吐出することが好ましく、樹脂粉体の散布後であれば、イン
ク及び液体組成物のいずれを先に中間転写体の表面に吐出してもよい。
【０１１２】
　第２のインクジェット記録方法では、樹脂粉体を帯電させ、樹脂粉体とは逆極性に中間
転写体を帯電させてもよい。静電的に樹脂粉体を中間転写体に乗せることができる。但し
、帯電させた場合には、記録媒体への転写工程の前に除電することが好ましい。電荷を有
したまま、記録媒体に転写すると、電界によるインクの偏向が発生する場合があり、好ま
しくない為である。中間転写体の表面を逆極性に帯電させるための帯電方式としては、公
知の方法、例えば、中間転写体に接触した導電性ゴムロールに電圧を印化して帯電する方
法や、中間転写体に設けられた導電層にバイアス電位を与える方法等を適用することがで
きる。中間転写体の表面を必要な電位レベルに帯電させ得る方法であれば、どのような方
法であっても良い。
　また、中間転写体を用いると、中間転写体から記録媒体に転写されずに中間転写体にイ
ンク及び樹脂粉体が残存する場合があるため、クリーニング工程を有することが好ましい
。
【０１１３】
　第２のインクジェット記録方法に用いる中間転写体は特に制限されず、従前の中間転写
体を適用できる。例えば、かかる中間転写体は、円筒状であっても無端ベルト状であって
もよく、基材と離型層とを有する構成であることも好適である。基材としては、装置内に
おける繰り返し周動搬送が可能であって、且つ転写定着の際に必要な耐熱性を有するもの
であれば、いずれの基材も使用できる。具体的には、ポリイミド樹脂フィルム、ポリカー
ボネート樹脂フィルム、ポリエステル、ポリエチレンテレフタレート、ポリエーテルサル
フォン、ポリエーテルケトン、ポリサルファン、ポリイミド、ポリイミドアミド、ポリア
ミド等の耐熱性の高い樹脂、ニッケルやステンレスなどの金属薄膜、等のような柔軟性の
ある基材等が挙げられる。離型層に用いられる材料としては、シリコーンゴム、シリコー
ン樹脂、シリコン共重合体、フルオロシリコーン樹脂、フッ素樹脂（例えばテトラフルオ
ロエチレンパーフルオロアルキルビニルエーテル共重合体、ポリテトラフルオロエチレン
）、フッ素ゴムなどが挙げられる。
【０１１４】
　第２のインクジェット記録方法において、インク及び液体組成物の吐出方法、並びに樹
脂粉体の散布方法については、第１のインクジェット記録方法に説明したものと同様であ
るため、説明を省略する。
　また、第２のインクジェット記録方法においても、、画像平滑化工程を加えることがで
きる。第２のインクジェット記録方法に適用できる画像平滑化工程は、第１のインクジェ
ット記録方法で説明したものと同様であるため、説明を省略する。
【０１１５】
　第１のインクジェット記録方法、第２のインクジェット記録方法、いずれにおいても、
樹脂粉体と水性インクとの質量の比率としては、水性インクの質量を樹脂粉体の質量で除
した値（水性インクの質量／樹脂粉体の質量）が２００以下であることが好ましく、１０
０以下であることがより好ましく、２０以下であることが更に好ましい。上記の値が２０
０を超えると、樹脂粉体がインク中の溶剤を吸収する能力が不足し、色間滲みの発生を防
止することによる画像品質の改善を十分に行なえなくなる傾向が大きくなる。
　また、液体組成物を適用する場合には、インクの１画素当りの付与量と液体組成物の１
画素当りの付与量との質量比は、１００：５～１００：１００であることが好ましい。よ
り好ましくは、１００：５～１００：５０であり、更に好ましくは１００：１０～１００
：２０である。インクの１画素当りの付与量に対する液体組成物の１画素当りの付与量の
質量比が５／１００未満である場合、凝集の効果が少なく、一方、インク付与量に対する
液体組成物付与量の質量比が１００／１００を超える場合には、記録媒体のカール及びカ
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クルが悪化する場合がある。
【０１１６】
４．画像形成装置
　本発明のインクジェット記録方法に基づいて作動し、画像を形成する構成を有する画像
形成装置は特に限定されるものではなく、例えば、通常のインクジェット記録装置、イン
クのドライングを制御するためのヒーター等を搭載した記録装置、中間体転写機構を搭載
しており、中間体に記録材料を印字した後紙等の記録媒体に転写する記録装置等を使用し
てもよい。
【０１１７】
　以下、図面を参照しながら本発明の画像形成装置の好適な実施形態について詳細に説明
する。なお、図中、同一又は相当部分には同一符号を付し、重複する説明は省略する。
【０１１８】
　図１は本発明の画像形成装置の好適な一実施形態の外観の構成を示す斜視図である。図
２は、図１の画像形成装置の内部の基本構成を示す斜視図である。本実施形態の画像形成
装置１００は、前述の本発明のインクジェット記録方法に基づいて作動し画像を形成する
構成を有している。すなわち、図１及び図２に示すように、画像形成装置１００は、主と
して、外部カバー６と、普通紙などの記録媒体１を所定量載置可能なトレイ７と、記録媒
体１を画像形成装置１００内部に１枚毎に搬送するための搬送ローラ（搬送手段）２と、
搬送ローラ２により図１及び図２に示す搬送方向Ｘに沿って搬送される記録媒体１の一方
の面に樹脂粉体を散布する粉体散布装置（粉体供給手段）３と、粉体散布装置３により樹
脂粉体を散布された後の記録媒体１の面に画像をインクを吐出してインクによる画像を形
成する画像形成部８（画像形成手段）とから構成されている。
【０１１９】
　搬送ローラ２は画像形成装置１００内に回転可能に配設された一対のローラであり、ト
レイ７にセットされた記録媒体１を挟持するとともに、所定量の記録媒体１を所定のタイ
ミングで１枚毎に装置１００内部に搬送する。
【０１２０】
　粉体散布装置３は、記録媒体１の搬送方向Ｘに対して画像形成部８の上流側に回転可能
に配置されており、内部に前述の樹脂粉体を所定量保持することのできる円柱状の粉体保
持部と、この筒大部の両端に接続されており円柱状の粉体保持部の中心軸を回転軸として
当該円柱状の粉体保持部を所定の回転速度で回転させる駆動部（図示せず）とから構成さ
れている。この筒大部の側面には、内部に保持された樹脂粉体を当該筒体の回転に伴って
所定量散布することが可能なスリット３２が形成されている。このようにして粉体散布装
置３は所定のタイミングで回転し、搬送されてくる記録媒体１の面に樹脂粉体を所定量散
布する。
【０１２１】
　画像形成部８は粉体散布装置３から搬送されてくる樹脂粉体を散布された後の記録媒体
１の面上にインクによる画像を形成する。画像形成部８は、主として記録ヘッド４と、イ
ンクセット５と、給電信号ケーブル９と、キャリッジ１０と、ガイドロッド１１と、タイ
ミングベルト１２と、駆動プーリ１３と、メンテナンスステーション１４とから構成され
ている。
【０１２２】
　インクセット５はそれぞれ異なる色のインクが吐出可能に格納されたインクタンク５２
、５４、５６、５８からなる。記録ヘッド４にはノズルが設けられており、更に給電信号
ケーブル９とインクセット５が接続されている。そして、給電信号ケーブル９から外部の
画像記録情報が記録ヘッド４に入力されると、記録ヘッド４はこの画像記録情報に基づき
各インクタンクから所定量のインクを吸引して記録媒体の面上に吐出する。なお、給電信
号ケーブル９は画像記録情報の他に記録ヘッド４を駆動するために必要な電力を記録ヘッ
ド４に供給する役割も担っている。
【０１２３】
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　また、この記録ヘッド４はキャリッジ１０上に配置されて保持されており、キャリッジ
１０はガイドロッド１１、駆動プーリ１３に接続されたタイミングベルト１２が接続され
ている。このような構成により、記録ヘッド４はガイドロッド１１に沿うようにして、樹
脂粉体の散布された記録媒体１の面方向に平行でありかつ記録媒体１の搬送方向Ｘに対し
て垂直な方向Ｙにも移動可能となる。すなわち、駆動プーリ１３が画像記録情報に基づく
所定のタイミングで回転することにすることにより、タイミングベルト１２を介して記録
ヘッド４を搭載したキャリッジ１０がガイドロッド１１に沿って駆動し、記録媒体１の面
の所定の領域に画像を形成する。
【０１２４】
　そして、画像形成装置１００には、画像記録情報に基づいて記録ヘッド４の駆動タイミ
ングとキャリッジ１０の駆動タイミングとを調製する制御手段（図示せず）が備えられて
いる。これにより、搬送方向Ｘにそって、所定の速度で搬送される記録媒体１の面の所定
の領域に画像記録情報に基づく画像を連続的に形成することができる。
【０１２５】
　また、メンテナンスステーション１４は、チューブ１５を介して減圧装置（図示せず）
に接続されている。更にこのメンテナンスステーション１４は、記録ヘッド４のノズル部
分に接続されており、記録ヘッド４のノズル内を減圧状態にすることにより記録ヘッド４
のノズルからインクを吸引する機能を有している。このメンテナンスステーション１４を
設けておくことにより、必要に応じて画像形成装置１００が作動中にノズルに付着した余
分なインクを除去したり、作動停止状態のときにノズルからのインクの蒸発を抑制するこ
とができる。
【０１２６】
　以上、本発明の好適な実施形態について詳細に説明したが、本発明は上記実施形態に限
定されるものではない。例えば、上記の実施形態の画像形成装置１００においては、粉体
散布装置（粉体供給手段）３はスリット３２の形成された円柱状の粉体保持部とこれを回
転させる駆動部とから構成される場合について説明したが、本発明の画像形成装置におい
て、粉体散布装置（粉体供給手段）の粉体保持部の形状及び樹脂粉体の散布形式は特に限
定されるものではない。例えば、図３（ａ）及び図３（ｂ）に示す粉体散布装置３ａのよ
うに、記録媒体１の面に対向する下部の面を、樹脂粉体を散布するためのメッシュとした
直方体状の粉体保持部であってもよい。この場合、樹脂粉体の散布形式は、粉体保持部を
振動させて行なうものであってもよく、図４に示すように、粉体散布装置３ａと記録媒体
１との間に静電場を形成する帯電手段３６を設けることにより行なうものであってもよい
。なお、粉体保持部を振動させて行なう粉体散布形式の場合、図５に示すように粉体散布
装置３ａの振動する粉体保持部と記録媒体１の面との間に発砲ウレタン等からなる回転可
能なロール状の軟質体３７を配置して、記録媒体１の面に散布される樹脂粉体の分散状態
をより良好にするための構成としてもよい。
【０１２７】
　また、粉体散布装置（粉体供給手段）は、図６（ａ）及び図６（ｂ）に示す粉体散布装
置３ｂのように、直方体状の粉体保持部の対向する面に記録媒体１の供給用及び排出用の
開口部３３をそれぞれ設けて、搬送される記録媒体１が粉体保持部内を通過するとともに
その面に樹脂粉体Ｐを散布される構造としてもよい。更に、この場合、図７（ａ）及び図
７（ｂ）に示す粉体散布装置３ｃのような構成としてもよい。すなわち、粉体保持部の大
きさを記録媒体１を一枚毎に格納可能な大きさとし、開口部３３にはシャッター３５をそ
れぞれ設け、粉体保持部の内部には樹脂粉体Ｐを乗せた多孔質材料から形成した通気性の
板３８を配設し、更に、通気性の板の背面からは空気Ａを送風することにより樹脂粉体を
粉体保持部内部で浮遊させる構成としてもよい。
【０１２８】
　更に、上記の実施形態の画像形成装置１００においては、粉体散布装置（粉体供給手段
）３は搬送ロール（搬送手段）２の記録媒体１の搬送方向Ｘに対して画像形成部（画像形
成手段）８の上流側に配置されており、かつ、画像形成部８は粉体散布装置３により樹脂
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粉体を散布された後の記録媒体１の面上にインクによる画像を形成する場合について説明
したが、本発明の画像形成装置は上記実施形態に限定されるものではなく、例えば、画像
形成手段によりインクによる画像を形成された後の記録媒体の面に向けて、樹脂粉体を散
布する粉体供給手段と、インクの記録媒体上への着弾条件及ぴインクの記録媒体中への浸
透性に基づいて画像形成手段におけるインクの吐出開始又は吐出終了から粉体供給手段に
おける樹脂粉体の散布開始までの時間を制御する制御手段とを備える構成を有するもので
あってもよい。なお、インクの記録媒体上への着弾条件は、プリントヘッドと記録媒体と
の間隔、インクドロップの噴射速度、記録媒体の搬送達度等により決定することができる
。また、インクの記録媒体中への浸透性は、インク組成、記録媒体の単位面積当たりのイ
ンク量、記録蝶体の種類等により決定することができる。
【０１２９】
　図８は本発明の画像形成装置の好適な一実施形態であって、当該画像形成装置の内部の
基本構成を示す斜視図である。
　本実施形態の画像形成装置１０１は、画像平滑化手段６０を設ける以外は、図１及び図
２の画像形成装置１００と同様であるため、他の構成ついては説明を省略する。画像形成
装置１０１の画像平滑化手段６０は、一対の圧着ローラ６１及び６２から構成される。１
対の圧着ローラ６１及び６２は、アルミ製又はステンレス鋼製等の金属ロール表面に、シ
リコーン樹脂やフッ素樹脂等の離型層を設けたものを用いることができる。
　図８の画像形成装置１０１の平滑化手段６０では、一対の圧着ローラ６１及び６２から
構成される場合について説明したが、画像平滑化手段６０としては特に制限はなく、平面
状の板状体からなる圧着板などの公知形状で構成されたものであってもよい。また、圧着
ローラの形状も特に制限はなく、任意の内径を有する円筒状、円柱状等であってもよい。
　画像形成装置１０１においては、粉体散布装置（粉体供給手段）３、及び画像形成部（
画像形成手段）８を通過した後の下流側に、該平滑化手段を配置することが好ましい。
【０１３０】
　図９は本発明のインクジェット記録装置の好適な他の一実施形態の外観の構成を示す斜
視図である。図１０は、図９のインクジェット記録装置（以下、画像形成装置と称する）
における内部の基本構成を示す斜視図である。本実施形態の画像形成装置１０２は、前述
の本発明のインクジェット記録方法に基づいて作動し画像を形成する構成を有している。
 
【０１３１】
　図９及び図１０に示す画像形成装置１０２は、記録ヘッド４の幅が記録媒体１幅と同じ
又はそれ以上であり、キャリッジ機構を持たず、副走査方向（記録媒体１の搬送方向：矢
印Ｘ方向）の紙送り機構（本実施形態では搬送ローラ２を示しているが、例えばベルト式
の紙送り機構でもよい）で構成されている。記録ヘッド４は、図示しないが、インクタン
ク５２，５４，５６，５８を副走査方向（記録媒体１の搬送方向：矢印Ｘ方向）に順次配
列させるのと同様に、各色（処理液も含む）を吐出するノズル群も副走査方向に配列させ
ている。これ以外の構成は、図１及び２に示す画像形成装置１００と同様であるため、説
明を省略する。
　図９及び図１０に示す画像形成装置１０２では、印字速度が極めて速い為、インクの乾
燥性や定着性と、フェザリングや画像濃度との整合がとり難くなる傾向にあるが、本発明
にかかる樹脂粉体を用いるインクジェット記録方法を採用すると、これら全ての性能を改
善できる。すなわち、本発明のインクジェット記録方法は、印字速度の速い画像形成装置
１０２の形態に適した方法である。
 
【０１３２】
　図１１は、中間転写体を用いる画像形成装置１０３の模式図である。
　画像形成装置１０３は、主として、画像形成部（画像形成手段）８と、粉体散布装置（
粉体供給手段）３と、中間転写体７０と、クリーニング装置７１と、一対の圧着ローラ６
１及び６２（画像平滑化手段６０）とから構成されている。
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【０１３３】
　粉体散布装置３は、中間転写体の回転方向Ｘに対して画像形成部８の上流側に配置され
ている。粉体散布装置３は、図１及び図２で説明した画像形成装置１００と同様であるた
め、説明を省略する。
【０１３４】
　画像形成部８は粉体散布装置３から搬送されてくる樹脂粉体を散布された後の記録媒体
１の面上にインクによる画像を形成する。画像形成部８の構成は、図１及び図２で説明し
た画像形成装置１００と同様であるため、説明を省略する。
【０１３５】
　中間転写体７０と記録媒体とは接して配置され、中間転写体の表面に形成されたインク
像は、記録媒体１に転写される。記録媒体１に転写されずに中間転写体７０の表面に残存
するインク及び樹脂粉末は、クリーニング装置７１によって中間転写体から除去される。
【０１３６】
　このように、いずれの画像形成装置においても、先に述べた本発明のインクジェット記
録方法に基づいて作動する構成を有していることになるので、乾燥性が良好で滲みの発生
を有効に防止できることに加え、インクの定着性が良好となり画像の堅牢性が改善される
。そのため、この画像形成装置では優れた画像品質を有する印字画像を得ることができる
。
【実施例】
【０１３７】
　以下、実施例及び比較例を挙げて本発明のインクジェット記録方法及び画像形成装置に
ついてさらに詳しく説明するが、本発明はこれらの実施例に何ら限定されるものではない
。
【０１３８】
［インクＡの調製］
　組成は、顔料であるＣａｂｏｊｅｔ３００（キャボット社製）：５重量部，水溶性有機
溶媒であるジエチレングリコール：１０重量部，界面活性剤であるオルフィンＥ１０１０
（日信化学社製）：１重量部，イオン交換水：残部、とした。
　この混合物に対して遠心分離装置を使用して遠心分離処理（８０００ｒｐｍ×３０分）
を施し、残渣部分（全体積に対して２０ｖｏｌ．％）を除去したものを顔料分散液とした
。
　顔料分散液を所定量とり、これに溶媒、その他添加材等を所定量加え、これらを混合、
撹拌し、１μｍのフィルターを通過させることにより、総量が１００重量部であり、色材
濃度を所定濃度に調整したインクＡを調製した。
　このインクＡの物性は、粘度；３．２ｍＰａ・ｓ、表面張力；３１ｍＮ／ｍであった。
 
【０１３９】
［樹脂粉体Ａの調製］
　スチレン／アクリル酸ナトリウム／ブチルメタクリレート／メタクリル酸グリシジルを
モル比６０／２０／２０／１で仕込み、重合開始剤１％を加え、８０℃にて重合を行い、
架橋物を得た。この架橋物を粉砕法により粉砕し、樹脂粉体Ａを得た。
　得られた樹脂粉体Ａは、重量平均分子量は１５，０００で、平均粒径は、６μｍであっ
た。
　樹脂粉体Ａをトルエンに添加したところ、トルエンに溶解しない部分が存在した。以下
、実施例において、このようにトルエンに部分的に溶解しないものを、部分架橋構造を有
する粉体とした。また、実施例において樹脂粉体の分子量は、トルエン不溶分を除いたも
のをＧＰＣで測定した。
 
【０１４０】
［樹脂粉体Ｂの調製］
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　樹脂粉体Ａの調製において、重合条件を変更した以外は同様にして、樹脂粉体Ｂの調製
を行った。得られた樹脂粉体Ｂの重量平均分子量は８，０００で、平均粒径は、５μｍで
あった。
【０１４１】
［樹脂粉体Ｃの調製］
　スチレン／アクリル酸／ブチルメタクリレート／メタクリル酸グリシジルをモル比６０
／２０／２０／１で仕込み、重合開始剤を１％加え８０℃にて重合し、架橋物を得た。こ
の架橋物を粉砕法により粉砕し、アクリル酸に対し、ＮａＯＨのモル比が５０％となるよ
うに、１Ｎ－ＮａＯＨ溶液を処理し、ナトリウム塩のカルボキシル基を有するアクリル酸
の組成比が全体の１０％である樹脂粉体Ｃを得た。得られた樹脂粉体Ｃの重量平均分子量
は１０，０００で、平均粒径は、５μｍであった。
【０１４２】
［樹脂粉体Ｄの調製］
　樹脂粉体Ｃの調整において、アクリル酸に対し、ＮａＯＨのモル比が１００％となるよ
うに１Ｎ－ＮａＯＨ溶液を処理することにより、アクリル酸のカルボキシル基を全てナト
リウム塩とし、ナトリウム塩構造を有するカルボキシル基を含むアクリル酸の組成比を、
全体の２０％としたした以外は同様にして、樹脂粉体Ｄの調整を行った。得られた樹脂粉
体Ｃの重量平均分子量は１０，０００で、平均粒径は、６μｍであった。
【０１４３】
［樹脂粉体Ｅの調製］
　樹脂粉体Ｃの調製において、粉砕条件を変更した以外は同様にして、樹脂粉体Ｅの調製
を行った。得られた樹脂粉体Ｅの重量平均分子量は１０，０００で、平均粒径は、０．１
μｍであった。
 
【０１４４】
［樹脂粉体Ｆの調製］
　ジメチルアミノエチルメタクリレート／スチレン／メタクリル酸ナトリウム／ブチルメ
タクリレート／ヒドロキシエチルアクリレートをモル比３／４７／２０／２０／１０で仕
込み、重合を行い、カチオン性架橋物を得た。この架橋物を粉砕法により粉砕し、樹脂粉
体Ｆを得た。得られた樹脂粉体Ｆは、重量平均分子量は１６，０００で、平均粒径は、６
μｍの部分架橋物であった。
【０１４５】
［樹脂粉体Ｇの調製］
　樹脂粉体Ｆの調製において、重合条件を変更した以外は同様にして、樹脂粉体Ｇの調製
を行った。得られた樹脂粉体Ｇは、重量平均分子量は３００，０００で、平均粒径は、１
０μｍの部分架橋物であった。
【０１４６】
［樹脂粉体Ｈの調製］
　ジメチルアミノメタクリレートオニウム塩（Ｃｌ）／スチレン／メチルメタクリレート
／ｎ－ブチルメタクリレート共重合体をモル比１０／４０／２５／２５、を装置に仕込み
、重合し、架橋物を得た。この架橋物を粉砕法により粉砕し、樹脂粉体Ｈを得た。樹脂粉
体Ｈは、重量平均分子量は２０，０００で、平均粒径は、８μｍの部分架橋物であった。
【０１４７】
［樹脂Ｉの調製］
　樹脂粉体Ａの調製において、メタクリル酸グリシジルを５モル増量した以外は同様にし
て、樹脂Ｉの調製を行った。得られた樹脂Ｉはトルエンに全く溶解せず、完全架橋物であ
ったため、分子量の測定ができなかった。
【０１４８】
［樹脂粉体Ｊの調製］
　樹脂粉体Ａの調製において、重合条件を変更した以外は同様にして、樹脂粉体Ｊの調製
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あった。
 
【０１４９】
［樹脂粉体Ｋの調製］
　樹脂粉体Ｃの調製において、ＮａＯＨの処理を行わなかった以外は同様にして、全ての
極性基が塩構造を持たない樹脂粉体Ｋの調製を行った。得られた樹脂粉体Ｋの重量平均分
子量は１０，０００で、平均粒径は、６μｍであった。
【０１５０】
［樹脂粉体Ｌの調製］
　樹脂粉体Ｆの調製において、粉砕条件を変更した以外は同様にして、１Ｎ－ＮａＯＨを
用いて酸を５０％中和して、樹脂粉体Ｌの調製を行った。得られた樹脂粉体Ｌは、重量平
均分子量は１６，０００で、平均粒径は、１５μｍの部分架橋物であった。
【０１５１】
（実施例１）
　表２に示す記録媒体を用いて、印字を行った。
　ここで、記録媒体がＣ２（普通紙，富士ゼロックス社製）の場合には、記録媒体が通過
したときのみメッシュ部分が開いて樹脂粉体を散布する構成を有する図３（ａ）及び図３
（ｂ）に示した粉体散布装置３ａと同様の粉体散布装置を搭載していること以外は図８に
示した画像形成装置１０１と同様の構成を有する画像形成装置を使用した。
　記録媒体がＯＫ金藤Ｎ（アート紙，王子製紙社製）又はＰＥＴフィルム（ＯＨＰ用ＰＥ
Ｔフィルム，リコー社製）の場合には、記録媒体の搬送方向に対してインクジェットへッ
ト４よりも下流側で、かつ圧着ローラ６１，６２よりも上流側の位置に、粉体散布装置３
を配した以外は図８に示した画像形成装置１０１と同様の構成を有する画像形成装置を使
用した。
【０１５２】
　粉体散布装置３ａに９９．５質量％の樹脂粉体Ａと０．５質量％の疎水性シリカ（エア
ロジルＲ９７２，日本エアロジル（株）社製）の粉体混合物をセットし、インクセット５
にインクＡをセットして、ピエゾ方式のインクジェットヘッドでインクを７２０×３６０
ｄｐｉの解像度で、１００％カバレッジパターンを印字（ベタ印字）した。粉体混合物の
散布量は１．５ｇ／ｍ2とした。
【０１５３】
　このインクジェットインクの印字及び評価は、温度２３±０．５℃、湿度５５±５％Ｒ
．Ｈの条件において実施した。
【０１５４】
（実施例２～８及び比較例１～４）
　実施例１と同様の画像形成装置に、インクＡと表１の粉体混合物をセットした以外は実
施例１と同様の方法で、印字を行った。
【０１５５】
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【表１】

【０１５６】
［インクジェット記録方法の評価］
　実施例１～８、及び比較例１～４の条件で表２に示す用紙に印字した画像を、下記に示
す評価方法及び評価基準で、吸水性、定着性、及びベタ印字部の濃度むらについて評価を
行った。また、ベタ印字部の透明性については、ＰＥＴフィルムに印字したもので評価を
行った。
【０１５７】
＜吸水性＞
　印字１分後に画像部に普通紙を重ねて５０ｇ／ｃｍ2の圧力をかけ、その転写状態によ
り吸水性を下記のように判別した。許容範囲は、○と△である。その結果を表２に示す。
　○：　転写がない。
　△：　わずかに転写がある。
　×：　転写がある。
【０１５８】
＜定着性＞
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た。許容範囲は、○と△である。その結果を表２に示す。
　○：　汚れがない。
　△：　わずかに汚れがある。
　×：　汚れがある。
【０１５９】
＜ベタ印字部の濃度むら＞
　印字部のムラを下記のように評価した。許容範囲は、○と△である。その結果を表２に
示す。
　○：　ムラがない。
　△：　わずかにムラがある。
　×：　ムラがある。
【０１６０】
＜ベタ印字部の透明性＞
　印字部の透明性を下記のように評価した。許容範囲は、○と△である。その結果を表２
に示す。
　○：　濁りがない。
　△：　わずかに濁りがある。
　×：　濁りがある。
【０１６１】
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【表２】

【０１６２】
　本発明にかかる樹脂粉体を用いたインクジェット記録方法及び画像形成装置では、吸収
性、定着性、濃度むら、及び透明性のいずれの性能も良好であった。
【０１６３】
　また、上記では、記録媒体にインク及び樹脂粉体を付与する図８に示す画像形成装置を
用いて評価を行ったが、図１１に示すような中間転写体を備える画像形成装置に換えて評
価を行った場合でも、実施例１～８では、吸収性、定着性、濃度むら、及び透明性のいず
れの性能も良好であった。
【０１６４】
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　更に、実施例１～８では、インクセット５にインクＡをセットして印字を行ったが、イ
ンクセット５にインクＡと下記の液体組成物をセットし、記録媒体に樹脂粉体を散布した
後、液体組成物を付与し、続いてインクを付与する方法でも印字を行った。
【０１６５】
（液体組成物）
・ジエチレングリコール　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３０質量％
・硝酸マグネシウム・６水和物　　　　　　　　　　　　　　　　　　　７．５質量％
・アセチレングリコールエチレンオキサイド付加物　　　　　　　　　　　　１質量％
・イオン交換水　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　残部
　液体組成物のｐＨは５．６、表面張力は３３ｍＮ／ｍ、粘度は２．９ｍＰａ・ｓであっ
た。
【０１６６】
　この方法においても、実施例１～８では、吸収性、定着性、濃度むら、及び透明性のい
ずれの性能も良好であった。
【図面の簡単な説明】
【０１６７】
【図１】本発明の画像形成装置の外観の構成を示す斜視図である。
【図２】図１に示す画像形成装置の内部構成を示す斜視図である。
【図３】（ａ）は図１に示す画像形成装置に搭載されている粉体散布装置３の別の形態を
示す斜視図であり、（ｂ）は（ａ）に示す粉体散布装置の樹脂粉体を散布するメッシュ部
分の正面図である。
【図４】図３に示す粉体散布装置の別の形態を示す斜視図である。
【図５】図３に示す粉体散布装置の更に別の形態を示す斜視図である。
【図６】（ａ）は図１に示す画像形成装置に搭載されている粉体散布装置３の更に別の形
態を示す斜視図であり、（ｂ）は（ａ）に示す粉体散布装置の断面図である。
【図７】（ａ）は図６に示す粉体散布装置の更に別の形態を示す斜視図であり、（ｂ）は
（ａ）に示す粉体散布装置の断面図である。
【図８】本発明の他の画像形成装置について内部構成を示す斜視図である。
【図９】本発明の他の画像形成装置について外観の構成を示す斜視図である。
【図１０】図９に示す画像形成装置の内部構成を示す斜視図である。
【図１１】本発明の他の画像形成装置について概略を示す図である。
【符号の説明】
【０１６８】
１　　記録媒体
２　　搬送ローラ
３，３ａ，３ｂ，３ｃ　粉体散布装置
４　　記録ヘッド
５　　インクセット
６　　外部カバー
７　　トレイ
８　　画像形成部
９　　給電信号ケーブル
１０　キャリッジ
１１　ガイドロッド
１２　タイミングベルト
１３　駆動プーリ
１４　メンテナンスステーション
１５　チューブ
３２　スリット
３３　開口部
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３５　シャッター
３６　帯電手段
３７　軟質体
３８　板
５２，５４，５６，５８　インクタンク
６０　画像平滑化手段
６１，６２　圧着ローラ
７０　中間転写体
７１　クリーニング装置
１００，１０１，１０２，１０３　画像形成装置
Ａ　　空気
Ｐ　　樹脂粉体
Ｘ　　搬送方向または回転方向

【図１】 【図２】
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【図４】

【図５】

【図６】

【図７】 【図８】
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【図１１】
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